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25年度 24年度 増▲減 伸　率
千円 千円 千円 ％

347,238,447 217,994,887 129,243,560 59.3

25年度 24年度 増▲減 伸　率
千円 千円 千円 ％

630,136,282 597,131,249 33,005,033 5.5

※　一般会計及び局事業費の【参考】は横浜市土地開発公社負担金を除く事業費。

　

【参 考】

平成25年度　財政局関係歳出予算総括表

区　　　　　分

局 事 業 費

▲ 4.2▲ 9,101,440217,994,887

一 般 会 計

市 債 金 会 計

公共事業用地費
会 計

区　　　　　分

16,523,524

特 別 会 計

公 債 費

他 会 計 繰 出 金

予 備 費

【参考】横浜市土地開発
公社負担金を除く

【参考】横浜市土地開発
公社負担金を除く

591.6132,476,24022,392,284154,868,524

208,893,447

▲ 26.2▲ 5,868,76022,392,284

▲ 1.6

▲ 3.0

0.00

▲ 362,120

▲ 2,870,560

1,000,000

12,167,804

182,434,799

1,000,000

11,805,684

179,564,239

12,329,088

584,802,161617,006,406

13,129,876 6.5

5.532,204,245

800,788

○一時借入金の最高限度額：　1,900億円（前年度：1,900億円）
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平成25年度予算の主な事業 

 

 ◎一 般 会 計  

 

１ 財政運営費   29億1,958万円  

 

（１）職員人件費（財政局）             【予算額  14億1,678万円】 

財政局（主税部、市債担当者分を除く 166人）の職員人件費を計上しています。 

 

（２）電子入札システム運用管理事業  【予算額  1億2,270万円】 

入札手続きにおける事業者の利便性の向上と契約事務の効率化を図るために導

入している電子入札システムの運用・管理を行います。 

また、入札・契約における適正な競争環境の整備や事業者の更なる利便性向上

等のため、電子入札システムの改修準備を行います。 

 

（３）公共施設・事業調整推進事業【拡充】     【予算額     1,715万円】 

都市基盤施設について、整備の必要性や優先度を検証できる「新たな評価手

法」を検討するとともに、将来にわたり安全かつ必要な施設機能を維持するため

の「保全管理指針」について検討します。 

また、「公共建築物マネジメント白書」を活用し、現状・課題を市民と共有し

ながら、様々な立場の意見を踏まえ、保全水準の精査、施設規模の効率化、運営

の改善など、今後の公共建築物のあり方について検討します。 

さらに、公共事業に係る品質確保・コスト縮減に取り組むとともに、国等発注

事業での市内中小企業者の受注機会の増大に向け「横浜市内公共事業発注者連絡

会」を通じて働きかけを進めます。 

 

（４）財政調整基金積立金              【予算額    3,900万円】 

財政調整基金の運用益について積み立てます。  

 

（５）減債基金積立金  【予算額   9億6,000万円】 

減債基金の運用益等について積み立てます。 

 

 

２ 財産管理費 1,386億9,639万円  

 

（１）横浜市土地開発公社借入金償還負担金【新規】  【予算額  1,383億4,500万円】 

横浜市土地開発公社を解散するため、第三セクター等改革推進債（三セク債）

の発行により調達した資金を財源として、公社の金融機関に対する借入金相当額

を、公社に対して負担金として支出します。                
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（２）財産管理の適正化、保有資産の有効活用・処分事業 

【公有財産管理費     予算額 1億5,936万円】 

【保有土地等活用検討費 予算額 2,790万円】 

【保有土地売却事業費   予算額 2,734万円】 

「横浜市資産活用基本方針」に基づき、財産管理の全庁的な適正化を推進する

とともに、保有土地・建物の売却や利活用を積極的に進めます。 

大規模な未利用地等については、民間事業者のノウハウを活かした資産活用を

図るとともに、利用見込みがない代替地等については、インターネット等を活用

し、60区画程度を公募販売します。 

 

 

３ 税  務  費  132億5,256万円  

 

（１）税務事務人件費  【予算額   95億6,250万円】 

主税部及び各区役所の税務職員の人件費（1,261人）を計上しています。 

 

（２）納付しやすい環境整備促進事業        【予算額  1億4,996万円】 

納税者の利便性をより一層向上させるとともに、未納を防止するため、 

平成25年度から「市税電子収納（ペイジー収納）」の利用を開始するとともに、

従来から行っているコンビニエンス・ストア納税について、区役所において納付

書の即時発行に対応するなど、さらなる拡充を図ります。 

 

（３）納税内部事務集約化事業【拡充】  【予算額     1億3,368万円】 

各区で行われている市税の収納管理などの納税内部事務等を財政局納税管理課

（新設）に集約し、業務の効率性を高めるとともに、事務運用の平準化と専門的

な人材育成を図ります。 

また同時に、申告や相談などで来庁される方への分かりやすさや利便性の向上

を図るため、現在、執務室が分散している特別徴収センターと償却資産センター

も併せて、１つの拠点に集約します。 

 

（４）歳入確保強化事業  【予算額        2,129万円】 

債権回収担当を１年間延長し、「未収債権整理促進のための取組方針」に基づ

き、引き続き、未収債権の回収を促進します。 

主な取組として、早期未納者等を対象にした「民間事業者を活用した電話納付

案内」の対象債権を10債権から、「児童手当等返納金」などを加えて13債権に拡

充するとともに、困難案件を対象にした「弁護士への徴収委任」についても新た

な債権を含めて実施します。 
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（５）償還金及び還付加算金  【予算額  18億円】 

法人市民税の確定申告による還付金など、前年度以前の過誤納金及びその利子相 

当分について、歳出予算から償還金及び還付加算金として支出します。 

 

 

４ 公  債  費  1,795億6,424万円  

 

（１）元  金  【予算額  1,367億2,436万円】 

（うち減債基金積立金    762億9,888万円） 

（２）利  子  【予算額    412億6,874万円】 

 

（３）公債諸費  【予算額  11億9,504万円】 

 

（４）第三セクター等改革推進債公債諸費  【予算額    3億7,609万円】 

 

 

５ 特別会計繰出金  118億568万円  

 

（１）水道事業会計繰出金  【予算額 13億4,746万円】 

水道事業に対して繰り出しを行います。 

 

（２）自動車事業会計繰出金  【予算額  5億7,008万円】 

自動車事業に対して繰り出しを行います。 

 

（３）高速鉄道事業会計繰出金  【予算額   98億8,815万円】 

高速鉄道事業に対して繰り出しを行います。 
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◎特 別 会 計  

 

１ 公共事業用地費会計    131億2,988万円   

 

（１）資産活用推進基金費 【予算額 40億5,282万円】 

資産活用推進基金の運用収益を積み立てるとともに、資産活用推進基金保有土地 

の取得、処分を行います。 

 

（２）都市開発資金事業費 【予算額 18億5,703万円】 

都市開発資金事業債による用地の取得、処分を行います。 

 

（３）公共用地先行取得事業費 【予算額 72億2,002万円】 

公共用地先行取得事業債による用地の処分を行います。 

 

 

２ 市債金会計  6,170億641万円  

 

（１）元  金 【予算額 4,601億875万円】 

 

（２）利  子 【予算額 778億7,178万円】 

 

（３）公債諸費 【予算額 17億812万円】 

 

（４）減債基金積立金 【予算額 769億4,167万円】 

（うち一般会計分 762億9,888万円） 

（５）第三セクター等改革推進債公債諸費 【予算額 3億7,609万円】 
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参考：款項目別　予算額（財源内訳）

【一般会計】 (単位:千円)

国 県 その他 市債 一般財源

２款３項１目
財政運営費

2,919,578 2,638,122 281,456 1,000 - 630,767 - 2,287,811

２款３項２目
財産管理費

138,696,388 6,587,090 132,109,298 - - 226,720 138,345,000 124,668

２款４項１目
税務管理費

9,564,520 9,657,557 ▲93,037 - 5,806,000 1,800,002 - 1,958,518

２款４項２目
賦課徴収費

3,688,038 3,509,515 178,523 - - 22,606 - 3,665,432

16款１項１目
公債費(元金)

136,724,363 138,441,155 ▲1,716,792 - - 2,306,243 - 134,418,120

16款１項２目
公債費(利子)

41,268,740 42,847,229 ▲1,578,489 - - 51,574 - 41,217,166

16款１項３目
公債費(公債諸費)

1,195,043 1,146,415 48,628 - - - - 1,195,043

16款２項１目
第三ｾｸﾀｰ等改革推進債
公債費(公債諸費)

376,093 - 376,093 - - - - 376,093

17款１項15目
水道事業会計
繰出金

1,347,463 1,414,106 ▲66,643 - - - 549,000 798,463

17款１項16目
自動車事業会計
繰出金

570,076 611,534 ▲41,458 - - - - 570,076

17款１項17目
高速鉄道事業会計
繰出金

9,888,145 10,142,164 ▲254,019 - - - 1,406,000 8,482,145

18款１項１目
予備費

1,000,000 1,000,000 - - - - - 1,000,000

合　計 347,238,447 217,994,887 129,243,560 1,000 5,806,000 5,037,912 140,300,000 196,093,535

款項目
25年度予算額の財源内訳25年度

予算額
24年度
予算額

増▲減
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【公共事業用地費会計】 (単位:千円)

国 県 その他 市債
一般会計
繰入金

１款１項１目
資産活用推進基金費
(資産活用推進基金積立金)

608,395 904,679 ▲296,284 - - 608,395 - -

１款２項１目
資産活用推進基金費
(用地購入費)

3,444,427 7,520,677 ▲4,076,250 - - 3,444,427 - -

２款１項１目
都市開発資金事業費
(用地購入費)

1,000,000 1,000,000 - - - - 1,000,000 -

２款２項１目
都市開発資金事業費
(元金)

797,402 855,818 ▲58,416 - - 146,000 - 651,402

２款２項２目
都市開発資金事業費
(利子)

59,630 61,462 ▲1,832 - - 1 - 59,629

３款１項１目
公共用地先行取得事業費
(元金)

6,550,238 1,337,438 5,212,800 - - 6,550,238 - -

３款１項２目
公共用地先行取得事業費
(利子)

558,011 621,254 ▲63,243 - - 558,011 - -

３款２項１目
公共用地先行取得事業費
(減債基金積立金)

111,773 27,760 84,013 - - 111,773 - -

合　計 13,129,876 12,329,088 800,788 - - 11,418,845 1,000,000 711,031

【市債金会計】 (単位:千円)

国 県 その他 市債
一般会計
繰入金

１款１項１目
公債費(元金)

460,108,745 416,488,666 43,620,079 - - 280,432,257 119,251,000 60,425,488

１款１項２目
公債費(利子)

77,871,781 82,511,619 ▲4,639,838 - - 36,603,041 - 41,268,740

１款１項３目
公債費(公債諸費)

1,708,122 1,813,902 ▲105,780 - - 513,079 - 1,195,043

１款１項４目
公債費(減債基金積立金)

76,941,665 83,987,974 ▲7,046,309 - - 642,790 - 76,298,875

１款２項１目
第三ｾｸﾀｰ等改革推進債
公債費(公債諸費)

376,093 - 376,093 - - - - 376,093

合　計 617,006,406 584,802,161 32,204,245 - - 318,191,167 119,251,000 179,564,239

款項目
25年度
予算額

24年度
予算額

増▲減
25年度予算額の財源内訳

款項目
25年度
予算額

24年度
予算額

増▲減
25年度予算額の財源内訳
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